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平成３０年５月２２日 

当センターの入札に参加を希望される皆様へ 

 

公益財団法人 大阪府文化財センター        

理 事 長     田 邉  征 夫 

  

 

 社会保険等未加入対策の取組み強化について 

 

 

当センターでは、法定福利費を適正に負担する企業による公平で健全な競争環境を構築するとともに、

建設産業の持続的な発展に必要な人材確保等の観点から、当センターが発注する建設工事において、受注

者を社会保険等※ 加入者に限定するとともに、下請負人が未加入であった場合は保険担当機関へ通報する

取組みを進めてきました。 

この度、社会保険等への加入をより一層促進するため、下記のとおり取組み強化を実施することとしまし

たので、お知らせします。 

※「社会保険等」とは、健康保険、厚生年金保険及び雇用保険をいいます。（以下同じ。） 
 
 

 

記 
 
 
 

１ 平成 ３０ 年６ 月 から の 取 組 み 
 
 

契約書において、社会保険等に未加入である建設業許可業者 を下請負人とすることを禁止 

 

平成３０年６月１日以降に公告等を行う全ての建設工事について、社会保険等に未加入である建設

業許可業者を下請負人（二次以下の下請負人を含む。）とすることを受注者に禁止します。 

併せて、契約書に、受注者が請負代金内訳書を提出する旨を新たに規定し、受注者から下請負人に

対して、社会保険等の加入に必要な法定福利費が適切に支払われるよう、請負代金内訳書に法定福利

費を明示することを求めます。 

  

 

・受注者には、「社会保険等に加入している者を下請負人とする」旨の誓約書の提出を求めます。 

・受注者には、「施工体制台帳」に加え、下請負人が社会保険等に加入していることを確認した書類の

提出を求めます。 

・建設業許可業者である下請負人が社会保険等の適用除外でないにもかかわらず未加入であると判明

した場合は、受注者に対し、当該下請負人への加入指導を求める文書を発出します。 

・未加入である下請負人にかかる保険担当機関への通報は、引き続き実施します。 
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２ 平成 ３０ 年１０月 か ら の 取 組 み 
 
 
 

違反した場合は受注者に対し入札参加停止措置等を実施 

 

平成３０年１０月１日以降に公告等を行う全ての建設工事について、 下請負人である建設業許可業者

の社会保険等への加入が確認できない場合、受注者に対し入札参加停止措置 を実施します。 
 
 

・社会保険等未加入の下請負人が判明した場合は、受注者に対し文書により、当該下請負人に対する加

入指導及び加入したことが確認できる書類の提出を求め、指定期間内（30 日間。二次下請以下の下

請負人であって、相当の理由があると認められたときは、60日間。）に加入確認ができなかった場合

は、受注者に入札参加停止措置及び工事成績評定の 減点を実施します。  
 
 
 
 
 
 
 
 
（具体的な手続きは下記資料を参考にしてください。） 
     
 

１  建設工事における社会保険等未加入対策に係る手続きフロー図 
 
 
 

２  社会保険等未加入対策の運用手続きに使用する各種様式集  
 
 
 

３  社会保険等の加入の事実を確認することができる書類の例 （加入確認書類の例）  
 
 
 
          

（※以上の資料は、当センターホームページに掲載しております。） 

 

 

問合わせ先： 調整課 

堺市南区竹城台３丁２１番４号 

℡.０７２（２９９）８７９１ 

http://www.nyusatsu.pref.osaka.jp/keiyaku/e-nyusatsu/kensetsu/syakaihoken/H300319-1.pdf
http://www.nyusatsu.pref.osaka.jp/keiyaku/e-nyusatsu/kensetsu/syakaihoken/H300319-2.pdf
http://www.nyusatsu.pref.osaka.jp/keiyaku/e-nyusatsu/kensetsu/syakaihoken/H300319-4.pdf

